別添１
事業者間遠隔点呼に係る業務の管理受委託許可申請書

令和　　年　　月　　日

運輸局長　殿
運輸支局長　殿
＜委託事業者＞　　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者連絡先　電話番号　　　　　　　　　　　
Eメール　　　　　　　　　　　

＜受託事業者＞　　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者連絡先　電話番号　　　　　　　　　　　
Eメール　　　　　　　　　　　

　事業者間遠隔点呼の実施に係る輸送の安全に関する業務の管理の受委託を行いたいので、【選択：道路運送法（昭和26年法律第183号）第35条第１項／貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第29条第１項／貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第35条第６項／貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第37条の２第３項】の規定により、下記について記載し、関係書類を添えて申請します。

記

１．委託事業者及び受託事業者の資本関係（該当するものにチェック（✓）を記入）□　完全子会社等（※）　　□　資本関係あり（100％未満）　　□　資本関係なし
（※）「完全子会社等」とは、事業者の完全子会社（法人がその総株主の議決権の全部を有する他の会社をいう。この場合において、法人及びその一若しくは二以上の完全子会社又は法人の一若しくは二以上の完全子会社がその総株主の議決権の全部を有する他の会社は、当該法人の完全子会社とみなす。）若しくは完全親会社（会社を完全子会社とする他の会社をいう。）又は当該事業者と完全親会社が同一である他の会社を指す。
２．事業者間遠隔点呼を行う事業の種別（該当するもの１つに○をつけてください）
　・一般乗合・一般貸切・一般乗用・一般貨物・特定貨物
・特定第二種貨物利用運送
３．事業者間遠隔点呼を行う場所（営業所・車庫等の名称）、所在地（住所）、用いる点呼機器の名称（複数の営業所間で実施する場合は、営業所間ごとに下表を作成すること）
	
	点呼実施場所

(営業所・車庫等の名称)
	所在地（住所）
	点呼機器の名称

	委託
営業所
	
	
	

	受託
営業所
	
	
	


４．事業者間遠隔点呼を行う営業所の運行管理者・補助者数、運転者等数、保有車両台数（特定自動運行保安員に対しても事業者間遠隔点呼を行う場合は、運転者と特定自動運行保安員の内訳が明らかとなるよう記載すること。また、複数の営業所で実施する場合は、営業所ごとに下表を作成すること。）
	
	運行管理者数
	運行管理

補助者数
	運転者数
	特定自動運行

保安員数
	保有車両
台数

	委託
営業所
	
	
	
	
	

	受託
営業所
	
	
	
	
	


５．実施期間
令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
※実施開始日は申請日から２か月以上先の日付をご記入ください。
実施期間は最大で５年間です。

６．添付書類
・事業者間遠隔点呼に係る業務の管理の委託受託契約書の写し

・事業者間遠隔点呼に係る業務の管理の報酬その他管理の実施方法の細目を記載した書類

・自己点検表 
